
書式第 12号 (法第28条関係)

令和  4年度 事 業 報 告 書

壁 螢 豊 醒 塾 と L__三 二主血 ___

1 事業の成果

(1)イベントの取材を行い SNSで公開する事業

・令和 4年度は、撮影回数 88回 (昨年より11回増) 動画 98本 (昨年より8本増)を公

開し、その他に限定公開 1本 編集動画 14本を作成した。公開動画本数は 434になった。

・防衛省自衛隊 第 1師団音楽隊のコンサー トを取材し自衛隊募集の広報に協力した。

・警視庁 赤羽警察署より、指名手配被疑者の代理公開 (期間 1か月)に協力。

(2)イ ベン ト企画の事業

令和 4年度の 4月 時点で、町会や商店会のイベン トが全くないため、当法人が地域の子供のた

めイベン トを企画した。防災をメインに企画し、赤羽消防署による初期消火や放水体験 。起震

車体験を準備 し、赤羽警察 交通課から、パ トカーや白バイの乗車体験を用意 したところ、子

供たちに大人気で長蛇の列ができた。当法人も風船 100個 と浮間公園サービスセンターから非

常食 100個 を提供 してもらい配布 したが、30分でなくなった。第 1回 日は 6月 に開催 したが、

2000人 の参加があり、大好評を得た。次回の企画として、春の火災予防期間中に企画の提案が

あり、令和 5年 3月 5日 に 2回 目を開催。防衛省・ 自衛隊とも連携を図ったところ、自衛隊車

両 3台 もきてくれ、パ トカー 。自バイ・電動 ミニカー・乗車体験も増え、参加人数も 2500人

となった。当法人も風船 500個、東京北区より水・非常食・クラッカーの提供を頂き 500人に

配布。風船つくりや受付スタッフも含め 10人増やし対応にあたつた。2回 目も大好評で地域の

子供たちに大変喜んで頂き、若い親子連れに防災に関心を持っていただき、企画としては大成

功でした。今後も春の火災予防期間に防災キッズフェスタを開催する予定です。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1700】 千円)

疋 駅 に記 戦
された
事業名

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

イベン トの
取材を行い
SNSで公開
する事業

YouTube 動画公開
98本 (合計 434本 )

1年 事務所 280人 不特定多数 不特定多数 750

撮影場所 学校 。公園 。消防署・

北とぴあ 。赤羽会館 。自衛隊
88回

1年 各箇所 270人 不特定多数 不特定多数 500

毎月のニュース 収録
12回 毎月 1回 事務所 36人 な し な し 150
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浮問公園

正 面 入 り

口

30人

参加者

2000人

2500人

不特定多数 300

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 52  1千円)

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

ホームページ

の広告掲載事

業

企業に協賛金のお願い

1年
北区

板橋区
5人 20

動画制作の事

業

依頼された動画制作について、撮影し編集後に

動画の納品を行う 1年 事務所 10人 30

Web制作・管理

の事業

ホームページ制作の営業や管理

1年
北区

板橋区
5人 2

2/2



書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 活動計算書 (そ の他事業があ登場合)

特

事 業 報 告 用

人 きま.

科 目
金  額 小計・合計 金  額 小計・合計

合計

正会員受取会費
1     144,000

144,∞01

|

144,000

受取寄附金
施設等受入評価益

500,0∞ 500,000

受取補助金 400,000
4∞ ,000 400,000

ホームページヘの広告掲載事業の収益
動画制作の事業収益
WEB制作・管理の事業収益

^ミ
250,000

250,000 720,600 970,600

受取利息

益 1.294. 720.160( 2.014.60(

常

135,230 349,200 484,430

159,149
23,177

216,893
5,992

476.21
26,205

600
44,200

1,216,182

825 416 1.700.61

給料手当
役員報酬
外注費 アルバィ ト

会議費
租税公課
旅費交通費
施設等評価費用
機材
印刷製本費
広告宣伝費
通信費

ｎ

　

３５

ｏｏ

ｏ９

３９

ｏｏ

‐「

739,966

用退職給付費
福利厚生費

役員報酬
給料手当

消耗品費
通信運搬費
旅費交通費
減価償却費
雑費

8,2801

I

220)
2?. 038 I

52,344 52,844

52.844 52.844
用 928.0` 825.416 1,753.`

当  期 常 減  額 A B 365. -104.31 261.144

〕】 1冒  タ

過年度損益修正益

収

)】 1ロ  タ

災害損失

費

期 1澪  タ  ヽ 増  減

分 514. -514.859

正 畷 )+2)十 (3) ・ (4) 880.81 -619.6ノ b 261.14`

-794.549

越  I 味  財 533,405

■■■■■■

■■■■■■

|

|

17,3061

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 椀
蔀 歯 繊 繊 T藤 計 蔵 婚  ・ ・

・・・⑤
・∩ |



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
令和5年3月 31日

事 業 報 告 用

金  額

2

2

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア
借地権

敷金
長期貸付金

569,742
1,300,000

569,742
1,300,000

1,869,7`

90,000

90_00(

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,959,742

1,089,000

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

1,089,000

1.089.00(

1.089,00(

870,742

870,742【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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重要な会計方針

計算書類の作成にNPO法人会計基準によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固 定資産の減価償却の方法

什器備品の減価償却は定額法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当

`な
し

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消 費税等の会計処理 なし

事業別損益の状況

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 うきま.jp

ワ

″

科 目

地域内のイベントや行事の情
報を収集し、取材を行いSNSで

公開する事業

ホームペー

ジヘの広告

掲載事業

事業部門計 管理部門 合計

720,600

144,000
500,000

400,000
250,000

720,600 Ｏ

ｖ 1,294,000 2,014,600

135,230 349,200 135,230 349,200 484,430

135,230 349,200 135,230 349,200 484,430

31,350
500,000

67,099
20,398
86,007

35,112
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23,177
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5,992
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35,112

0

31,350
500,000
67,099
20,398
86,007

0

0

0

26,205
600

44,200

159,149
23,177

216,893
5,992

0

0

´
り

600
75,550

500,000

226,248
43,575

302,900
5,992

0

0

739,966 476,216 739,966 52.844 792,810
952,432 875,196 878,260875,196 1,753,456

694,395 1,479,932 1,452,063 261,144(875,196)

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5,協賛金

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

外注費
役員報酬

人件費計
(2)そ の他経費

会議費
租税公課
旅費交通費
施設等評価費

機材
印刷製本費
広告宣伝費
通信費

その他経費計
経常費用計

当 減額

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内 容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

:円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた

めに必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７
‥

減少

9000090000 90000 ｎ

Ｖ

90000 ｎ

ｖ 9000090000

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

△
==[

「
:口 |

期首残高 当期借入 当期返 期末残高科 E

合計 1,389,000 ｎ

Ｖ 300,000 1,089,000

内、役員
との取引

内、近

親者及
び支配
法人 と
の取引

科 目
計算書類に

計上 された

金額

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表 )

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況

取 得



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4年度 財産目録
令和5年3月 31日 現在

事 業 報 告 用

単位 :円
日 0 籠 ′1、 計

栗
=蚕

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

協賛全

現金預金
手元現金
城北信用金庫

棚卸資産
販売用寄附物品

産 合 計  ,・ 。( 1.869,7`

什器備品
パソコン
ピデオカメラ
カメラ (キ ャノン)

〈1)有形固定資産
車両運搬具

事業用車両

30,

50,000

オペ レーシ ョンシステム

文書編集 ソフ ト

借 地 権

(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資麗

長 期 貸 付 金

敷金

90産 合 針

1,959,742【A】 資 産 合 針 ①+②

】 ■ 慣 の

未払金

り

源泉徴収税

僣 合 計

1,089,000 1,089,000

退 職 結 付 サ1当 笠

職 員

長期借入金
日本政策金融公庫

2

ll

合 計

1,089,000【B-1】 負 債 合 計 ③十④

870,742【B… 2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

0



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 4年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

盤趨屋塾歴里五生_二宣主聖

1 確認事項 (法第 20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

コ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

日各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間
(該 当者のみに記入)氏   名

1

⌒

0。
監事サ トウカヨコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日佐藤加代子

2 監 事

コバヤシ アキコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年 月

月

日

日年小林 昭子

3 監 事理 事
ホシノケイコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日星野 啓子

4 監 事

タニワキタダヒサ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日谷脇 董 久

5 監 事理事

タニワキ アイコ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日谷脇 愛子

6

⌒理事ヾ
iフ

ナカガワミズカ 令和4年 4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日中川 瑞花

理事・監事

６
０ 理事・監事

Ｏ

υ 理事 。監事

10 理事 。監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)令和 3年度

特定非営利活動法人_二壼壼L_m_

氏   名

1
佐藤加代子

2 佐藤 博龍

3 中川 瑞花

4 星野 啓子

5
谷脇 菫久

6 谷脇 愛子

フ
小林 昭子

8 谷脇 奈緒美

9 谷脇 久美子

10
佐藤 辰龍

11
南部 恵子

12 辻 礼子


